
千円

職員構成

□民間企業

防潮堤等の巡視、点検、補修、鉄扉の補修、不法投棄の撤去、不法占拠物件の撤去指導

従事職員数

平成21年度（予算）

・防潮堤等は、津波や高潮の被害から地域住民の生命、財産を守るだけでなく、水際に面した陸地を
　護るとともに、陸岸の崩壊を防止する施設である。
・これらの施設は、良好な管理が維持されなければ、高潮や津波により市街地が浸水する恐れがあ
　り、その場合、市民生活に重大な影響を及ぼすこととなる。
・そのため、施設の設置は大阪市が行ってきたことから、管理についても大阪市自らが責任を持って
　対応し、常に良好な状態に維持管理及び改良・補修を行う必要がある。

□外郭団体等

220,244 千円

その他

担当本務職員 363,145 人

臨時職員他

　　　　　　　　　　　　　

 高橋秀之　尾崎隆志

事業シート（概要説明書）

事業開始年度 昭和25年度

防潮堤等の管理

作成責任者

事務事業名

根拠法令

・東南海・南海地震の30年以内の発生確率が50％～70％といわれている中、津波の被害を防ぎ、ま
　た、台風による高潮から被害を防ぐことにより、地域住民の生命・財産を守るため、第一線の防潮
　施設である防潮堤等は重要な施設である。
・そのため、防潮堤等を常に良好な状態で維持管理を行うとともに、効率的な改良・補修を行うこと
　で、効果的な防災体制の充実を図ることを目的とする。

実施主体 □
市民活動団体
（　NPOなど　）

委託内容

実施方法
（該当するものすべ

てにチェック）

目　的
（何のために）

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象

に）

事業内容
（手段、手法な

ど）

事業の必要性

実施済の外部
委託の内容と

実施主体

直接実施してい
る業務の内容

事業費

コ
ス
ト

人件費

人総　計

・防潮堤等を常に良好な状態に保つために、年に6回防潮鉄扉（以下「鉄扉」という）を点検し、
　不具合があれば早期に補修する。
・老朽化した既存の防潮施設の機能維持のため効率的な改良・補修を行う。
・不法投棄、不法占拠物件について、その撤去指導を行う。
・年に１回の地元企業や水防団の鉄扉閉鎖訓練や現場立会により効果的に防災体制の充実を図る。
【市民協働の取組】
　　相手方：地元企業、水防団（淀川左岸水防事務組合、大和川右岸水防事務組合）
　　内　容：地元企業の鉄扉開閉操作に関し、協定を結んでいる。
　　　　　　（日常の利用に伴う経費は利用者が負担。開閉操作に関して経費は支出していない。）
　　　　　　水防団の鉄扉開閉操作に関し、協定を結んでいる。
　　　　　　（水防団は水防法に基づく組織である。開閉操作に関して経費は支出していない）

担当局・部名
港湾局　経営管理部
　　　　計画整備部

防潮堤(約60km)、護岸（約14km）、防潮鉄扉(360基)、水門(8基)

□　外部委託

■　その他（市民協働）

■　直接実施

港湾法第12条第2項
海岸法第5条第3項
国有財産法第9条第3項、同施行令第6条ロ

担当課名

防災・管理担当、海務担当
計画担当、保全監理担当、
設備担当、施設保全担当
設計担当

（　　　　　　　　）

583,389

市民活動団体
（地域住民組織な

ど ）

363,145 千円

概算人件費
（平均人件費×従事職員

数）

千円

□□

45.1

人件費

千円

事業番号 4-7



　　　　　　　　　　　　　

事業シート（概要説明書）

事業番号 4-7

■民間企業 □外郭団体等
その他

（　　　　　　　　）

東南海・南海地震による津波、また、最大級の台風による高潮に対して、防潮堤等が本来の機能を発揮
すれば浸水被害が生じないので、防潮堤等を良好な状態に保ち、防災体制の充実を図ることで、地域住
民の生命、財産の安全を守る。
  ・　鉄扉閉鎖訓練　１回／年
  ・　不法投棄の撤去、不法占拠物件の撤去指導　6回／年

446 63 （4～6月実績）

7460

単位

km

Ｈ21年度(予定)

平成20年4月より大阪市港湾施設条例に「護岸」を規定

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

74事業実績

Ｈ19年度(実績) Ｈ20年度(実績)項　　目

巡視、点検延長距離

実施主体
市民活動団体

（地域住民組織な
ど ）

特記事項
(事業の沿革等)

21年度総事業費
内訳

（委託料等を明記）

さらなる民間活用
・市民協働推進の予

定

目指す成果
（今後どのような状
態にしたいか、なる
べく定量的に記入）

達成状況
（目指す成果に対し
て、実施・達成した

状況を記入）

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

単位当りコスト
（総事業費/
事業実績）

総事業費
（単位：千円）

千円Ｈ19(決算)

実施方法が外部委託の場合、委託料等を内数で記入年　度 総　額

520,668

1km当りのコスト

Ｈ21(予算)

千円

千円

593,058

583,389

Ｈ20（予算）

不法投棄、不法占拠の撤去、撤去指導率

●平成21年度歳出内訳（583,389千円）
【人件費】363,145千円
【物件費】220,244千円
　　　　　　   　防潮鉄扉検出器機器更新　    5,820千円
                 防潮堤補修　　     　　　　78,501千円
　　　　　　　　 鉄扉補修        　　  　　135,923千円
　
　

　　　　　　　　　　　防潮堤延長（km）　　　　鉄扉数　　   　１km当たりの鉄扉数
大阪市　　　　　　　　　60　　　　　　　　　　　　360　　　　　　　　　　6.0
大阪府　　　　　　　　　63　　　　　　　  　　　　114                    1.8
神戸市　　　　　　　　　52　　　　　　 　　　　 　175　　　　　 　 　　　3.4
名古屋市　　　　 　 　　57　　　　　 　　　　　　　64　 　　　　 　　　　1.1

鉄扉開閉操作：水防団、地元企業
護岸の巡視：利用団体（民間）

■有 （予定する業務と、想定しうる実施主体を下欄に記入）

業務内容

□無

□■
市民活動団体
（　NPOなど　）

件 356

基 12

■

千円/km 8,678

　・　鉄扉閉鎖訓練　　１回／年実施
　・　不法投棄の撤去、不法占拠物件の撤去指導  2回／年

地元企業には、日常の開閉操作のほか、特に夜間休日などの時間外の鉄扉閉鎖の確実な実施の協力を求
めるとともに、水防団には、引き続き非常時の対応も含めた連携、協力を求め、防災体制の充実を図
る。
護岸については、港湾施設の立入禁止区域指定に関する検討会での議論を踏まえ、関係団体によるルー
ルの遵守やマナーの向上などの巡回指導を求める。

鉄扉の日常補修（現地施工）件数

鉄扉の計画補修（工場施工）基数 6 9

7,8848,014

% 20 30 50



大阪港における防潮堤等の位置図 

 

凡例 
太線：防潮堤 

（港湾局管理）
細線：防潮堤 

（府等管理） 
破線：護岸 
  （埋立地外周）
  （岸壁、緑地等

は別途管理）

防潮堤と護岸の写真 

  
※ 防潮堤 写真左 高潮や津波から内陸部を守る施設 
※ 護岸  写真右 海と陸の境界で陸地の崩壊を防ぐ施設 

防潮鉄扉の写真（訓練の様子） 

  



業務体制模式図 

  
                          【鉄扉開閉操作】 

           防潮堤等の管理       地元企業、水防団との協働 
・防潮堤等の巡視、 
・防潮堤等の補修（  人） 
・不法投棄の撤去等（   人） 

 
 

      港湾防災センターに 

おける防災対策 

      ２４時間３６５日体制による 

緊急対応 

                            防潮鉄扉集中監視   

                            港湾施設の巡視、市民啓発 

 防潮堤等の管理 

 防潮施設の点検（2.5 人） 

 防潮施設の維持補修（22.7 人）

 不法投棄の撤去等（1.7 人） 

防潮施設の改良・補修（18.2 人）

 

高潮による過去の被災 

※ジェーン台風 
来襲年月日 昭和 25 年９月 3 日

被災者 18,794 人 被

害 被災建物 123,209 戸 

 

 

(注)被害は大阪府下  

※第２室戸台風 
来襲年月日 昭和 36年９月 16日

被災者 1,518 人 被

害 被災建物 136,504 戸 
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